
高知県森林資源再生支援事業実施要領
（趣旨）
第１　この要領は、高知県森林資源再生支援事業費補助金交付要綱（以下「要綱」という。）別表第１の事業区分（２）、（３）、（４）及び（６）の事業の実施に関する事務の取扱いについて必要な事項を定めるものとする。
（事業実施主体）
第２　この事業を実施することができる事業体は、次のとおりとする。
（１）再造林推進費
　　林業事務所（嶺北地域にあっては「中央東林業事務所嶺北林業振興事務所」と読み替える。以下同じ。）に設置された増産・再造林推進協議会（以下「協議会」という。）において登録された再造林推進員の所属する森林組合及び林業事業体とする。
（２）林地残材等搬出
　　皆伐を実施し林地残材等を運搬する森林組合及び林業事業体とする。
（３）再造林等推進支援
　　再造林推進事業者の登録に同意した、森林組合、生産森林組合、森林整備法人、森林経営計画の認定を受けた者、特定間伐等促進計画の実施主体に位置付けられた者及び高知県木材安定供給推進事業費補助金交付要綱に定める選定経営体とする。
（４）資機材整備等支援
　　事業実施年度までの直近３年以内（事業実施年度の前年度から起算して連続する過去３年度間）に造林事業（地拵、植付、下刈等）を実施する経営体を立ち上げ又は既存の経営体で新たに造林事業を実施する体制を整備した者とし、継続して造林を実施する見込み・能力・体制を持つこと。
　　なお、造林事業を開始した日の考え方は、①造林事業を開始する旨事業体の定款に記載した日、②造林事業を実施することを目的として法人化した日、③新たに造林班を設置、もしくは既存の作業班で造林を実施する体制が整備された日とする。
（事業の内容、採択要件等）
第３　事業の内容、採択要件等は、別表１によるものとする。
（森林資源再生支援事業実施計画の作成等）
第４　実施計画の作成等は、次により行うものとする。
（１）事業実施主体は、別記第１号様式による森林資源再生支援事業実施計画書（以下「実施計画書」という。）を作成する。
（２）事業実施主体は、作成した実施計画書を別記第２号様式により知事に提出するものとする。
（３）知事は、事業実施主体から提出された実施計画書について、適当と認められるときは別記第３号様式により承認するものとする。
（４）要綱第８条第２項第１号又は第２号に該当する変更承認申請書が提出された場合は、新たな実施計画書の提出は省略できるものとする。
（事業の推進等）
第５　知事は、計画の実効性を確保するため、事業実施主体に対し必要な調査及び助言指導を行うとともに、林業事務所に設置された協議会に対し、必要な情報等の提供を行うものとする。
（書類の提出）
第６　この要領に基づき知事に提出する書類は、施行地を管轄する林業事務所を経由して２部提出するものとする。
（その他）
第７　この要領に定めるもののほか、この事業の実施に関し必要な事項については、知事が別に定める。
附則
　この要領は、令和２年４月１日から適用する。
附則
　　この要領は、令和２年６月５日から適用する。
附則
この要領は、令和４年４月１日から適用する。

附則
この要領は、令和４年７月15日から適用する。
附則
この要領は、令和５年４月19日から適用する。

別表１
	事業区分
	事業内容
	対象経費等

	（１）再造林推進費


	　伐採跡地の再造林の推進を目的に県が設置する協議会に登録した再造林を推進する者（以下「再造林推進員」という。）が行う伐採跡地の森林所有者に対する仲介活動、森林施業プランの提案及び同意取得活動。


	①仲介活動

森林所有者の再造林に対する意思確認から再造林を行う者への仲介活動

②森林施業プラン作成

森林所有者ごとの再造林から、その後の維持管理に要する経費と伐採により得られる収入等を試算するための森林調査及び提案書の作成

③同意取得活動

森林所有者から再造林の同意を得るために行う面談、交渉等の活動

	（２）林地残材等搬出
	再造林を行う皆伐施業地から発生する林地残材等（C材又はD材）を有効利用するために必要な山土場から利用施設までの運搬に対する取組。

	①　再造林が確実に実施される旨を記載した協定に基づく皆伐施業地から発生する林地残材等であること。

②　再造林を実施する皆伐施業地の一施業地面積が0.1ヘクタール以上であること。

注1）チップ等端材とは、丸太の生産過程で発生する細い梢端部、根張り部等でチップ・パルプ材や木質バイオマスに利用可能な材（枝条を含む。）をいう。

注2）チップ等端材1トンは1.2立方メートルとする。

※添付書類

・再造林が確実に実施される旨を記載した協定書（別紙）の写し

	（４）再造林等推進支援
	低密度植栽による人工造林及び附帯施設等整備（鳥獣害防止施設等整備）の推進。
	低密度植栽による人工造林及び附帯施設等整備（鳥獣害防止施設等整備）に要する手数料並びに森林保険料。
注1）森林保険料は、事業主体が契約をした場合に限る
注2）低密度植栽とは、１ヘクタール当たり2,000本以下の植栽をいう（ただし、保安林にあっては指定施業要件で定められた本数の植栽。）。

	（５）資機材整備等支援

	 新たに造林事業を開始する者等が行う資機材の整備や、技術習得・安全衛生研修への取組。

	新たに造林事業を開始する者への資機材の整備や技術習得・安全衛生研修に要する経費の1/2以内。
・補助対象の例
　ヘルメット、防振（防蜂）手袋、なた、のこぎり、防護服、安全靴、刈払機、チェーンソー、ウインチ、軽架線、チッパー、電気柵・土留め柵等構築物の資材、植林用自動穴掘機械、林内通信機器（ＬＰＷＡ等）、携帯型ＧＰＳ機器、林内作業車（500万円未満のもの）、苗木運搬車、任意傷害保険、レンタル経費等（汎用性のある物品等は対象外）


別記

第１号様式（再造林推進費用）
森林資源再生支援事業実施計画書
事業実施主体：　　　　　　　　
（１）再造林推進費
	事業期間
	年　　月　　日　　～　　年　　月　　日

	実施市町村名
	

	
	
	

	計画内容
	事業量
	補助金額

	①仲介活動
	人
	円

	②森林施業プラン作成
	ha
	円

	③同意取得活動
	ha
	円

	計
	－
	円


第２号様式
年　　月　　日
高知県知事　　　　　　様
事業実施主体　住　所
氏　名　　　　　　　　　　
森林資源再生支援事業実施計画承認申請書
　高知県森林資源再生支援事業実施要領第４の（２）に基づき、森林資源再生支援事業実施計画書の承認を受けたいので、下記のとおり申請します。
記
１　森林資源再生支援事業実施計画書
　第１号様式のとおり
第３号様式
番　　　　　号
年　　月　　日
事業実施主体　代表者　　様
高知県知事　　　　
森林資源再生支援事業実施計画の承認について
　　　年　　月　　日付けで承認申請のありました森林資源再生支援事業実施計画書について、高知県森林資源再生支援事業実施要領第４の（３）に基づき承認します。
別紙（協定書様式　※伐採事業者と造林事業者が異なる場合）
高知県森林資源再生支援事業における再造林に関する協定書

森林所有者○○○（氏名）（以下「甲」という。）と伐採事業者（事業実施主体）○○○（氏名）（以下「乙」という。）と造林事業者○○○（氏名）（以下「丙」という。）は、高知県森林資源再生支援事業（以下「事業」という。）の実施に関し、事業の目的を達成するため、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条　この協定は、森林の再造林を確実に実施し森林資源を再生させることにより、森林の持つ多面的機能を持続的に発揮させることを目的とする。


（協定の期間）

第２条　この協定の期間は、令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日までとする。ただし、協定期間が満了する前に再造林が完了し、目的を達成した場合は、この協定も完了するものとする。

（対象とする森林）

第３条　協定の対象とする森林は、下記のとおりとする。

	森林の所在地
	林小班
	面積
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（整備内容及び実施）

第４条　甲は、森林の持つ多面的機能を持続的に発揮させるため、対象森林を伐採後、確実に再造林を実施する。

２　甲は、伐採及び再造林の一部又は全部を乙又は丙に委託できるものとする。

（当事者の義務）

第５条　この協定に基づき当事者は、それぞれ次に掲げる義務を負い、誠実に履行するものとする。

（１）甲の義務

ア　甲は、対象森林の伐採後、再造林を実施する。

イ　甲は、対象森林の境界及び所有権等の権利に関し、第三者から異議申立てがあった場合は、その処理に当たるものとする。

ウ　甲は、協定の期間が終了した後においては、第１条の目的が達成されるよう適正な管理に努めるものとする。

（２）乙の義務

ア　乙は、対象森林で伐採した木材を余すことなく利用し、林地残材等を木質バイオマス資源として活用を図るものとする。

イ　乙は、伐採時の作業道開設、林内作業、林地残材の処理等について、再造林を前提とした作業を行い省力化を図るものとする。

（３）丙の義務

丙は、再造林時には、効率的な施業の実施に努め省力化を図るものとする。

（協定の承継等）

第６条　甲は、再造林の完了までに森林を第三者に譲渡した場合、新たな権利を設定した場合、又は相続により所有権の移転があった場合は、当該第三者に対しこの協定の承継を行うものとする。

２　前項の場合において、譲渡を受けた者又は新たな権利関係者がこの協定の承継を拒んだときは、乙は事業において県から交付を受けた補助金相当額（以下「補助金相当額」という。）を知事に返還するものとし、甲及び乙は当該返還に係る費用を負担するものとする。ただし、相続により所有権の移転を受けた者がこの協定の承継を拒んだときは、所有権の移転を受けた者が補助金相当額を知事に返還するものとする。

（特別の事情による協定の失効）

第７条　次に掲げる場合において、この協定は対象森林の全部又は一部についてその効力を失う。

（１）対象森林の全部又は一部が公用、公共用又は公益事業の用に供されたとき。

（２）火災、天災その他当事者の責に帰し得ない事由により対象森林の全部又は一部が滅失したとき。

（協定に違反した場合の措置）

第８条　甲が、第５条の義務に違反したときは、補助金相当額を知事に返還するものとし、甲及び乙は当該返還に係る費用を負担するものとする。

（その他）

第９条　この協定に定めのない事項については、別途甲乙丙協議の上、処理するものとする。

この協定の成立を証するため、本書３通を作成し、甲乙丙記名押印の上、各自１通を所持する。

令和　　年　　月　　日

甲住所

森林所有者氏名

乙住所

伐採事業者氏名

丙住所

造林事業者氏名

別紙（協定書様式　※伐採事業者と造林事業者が同じ場合）
高知県森林資源再生支援事業における再造林に関する協定書

森林所有者○○○（氏名）（以下「甲」という。）と伐採及び造林事業者（事業実施主体）○○○（氏名）（以下「乙」という。）は、高知県森林資源再生支援事業（以下「事業」という。）の実施に関し、事業の目的を達成するため、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条　この協定は、森林の再造林を確実に実施し森林資源を再生させることにより、森林の持つ多面的機能を持続的に発揮させることを目的とする。


（協定の期間）

第２条　この協定の期間は、令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日までとする。ただし、協定期間が満了する前に再造林が完了し、目的を達成した場合は、この協定も完了するものとする。

（対象とする森林）

第３条　協定の対象とする森林は、下記のとおりとする。

	森林の所在地
	林小班
	面積
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（整備内容及び実施）

第４条　甲は、森林の持つ多面的機能を持続的に発揮させるため、対象森林を伐採後、確実に再造林を実施する。

２　甲は、伐採及び再造林の一部又は全部を乙に委託できるものとする。

（当事者の義務）

第５条　この協定に基づき当事者は、それぞれ次に掲げる義務を負い、誠実に履行するものとする。

（１）甲の義務

ア　甲は、対象森林の伐採後、再造林を実施する。

イ　甲は、対象森林の境界及び所有権等の権利に関し、第三者から異議申立てがあった　場合は、その処理に当たるものとする。

ウ　甲は、協定の期間が終了した後においては、第１条の目的が達成されるよう適正な管理に努めるものとする。

（２）乙の義務

ア　乙は、対象森林で伐採した木材を余すことなく利用し、林地残材等を木質バイオマス資源として活用を図るものとする。

イ　乙は、伐採時の作業道開設、林内作業、林地残材の処理等について、再造林を前提とした作業を行い省力化を図るものとする。

　　ウ　乙は、再造林時には、効率的な施業の実施に努め省力化を図るものとする。

（協定の承継等）

第６条　甲は、再造林の完了までに森林を第三者に譲渡した場合、新たな権利を設定した場合、又は相続により所有権の移転があった場合は、当該第三者に対しこの協定の承継を行うものとする。

２　前項の場合において、譲渡を受けた者又は新たな権利関係者がこの協定の承継を拒んだときは、乙は事業において県から交付を受けた補助金相当額（以下「補助金相当額」という。）を知事に返還するものとし、甲及び乙は当該返還に係る費用を負担するものとする。ただし、相続により所有権の移転を受けた者がこの協定の承継を拒んだときは、所有権の移転を受けた者が補助金相当額を知事に返還するものとする。

（特別の事情による協定の失効）

第７条　次に掲げる場合において、この協定は対象森林の全部又は一部についてその効力を失う。

（１）対象森林の全部又は一部が公用、公共用又は公益事業の用に供されたとき。

（２）火災、天災その他当事者の責に帰し得ない事由により対象森林の全部又は一部が滅失したとき。

（協定に違反した場合の措置）

第８条　甲が、第５条の義務に違反したときは、補助金相当額を知事に返還するものとし、甲及び乙は当該返還に係る費用を負担するものとする。

（その他）

第９条　この協定に定めのない事項については、別途甲乙協議の上、処理するものとする。

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を所持する。

令和　　年　　月　　日

甲住所

森林所有者氏名

乙住所

伐採及び造林事業者氏名

別紙（確約書様式　※森林所有者、伐採事業者、造林事業者が同じ場合）
高知県森林資源再生支援事業における再造林に関する確約書（案）

高知県森林資源再生支援事業（以下「事業」という。）の実施に関し、事業の目的を達成するため、下記事項を遵守することを確約します。

記

（目的）

第１　森林の再造林を確実に実施し森林資源を再生させることにより、森林の持つ多面的機能を持続的に発揮させることを目的とします。

（期間）

第２　期間は、令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日までとします。


（対象森林）

第３　対象とする森林は、下記のとおりです。

	森林の所在地
	林小班
	面積
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（整備内容及び実施）

第４　森林の持つ多面的機能を持続的に発揮させるため、対象森林を伐採後、確実に再造林を実施します。

（義務）

第５　次に掲げる義務を負い、誠実に履行します。

（１）対象森林の伐採後、再造林を実施します。

（２）対象森林の境界及び所有権等の権利に関し、第三者から異議申立てがあった場合は、その処理に当たります。

（３）期間が終了した後においては、第１条の目的が達成されるよう適正な管理に努めます。

（４）対象森林で伐採した木材を余すことなく利用し、林地残材等を木質バイオマス資源として活用を図ります。

（５）伐採時の作業道開設、林内作業、林地残材の処理等について、再造林を前提とした作業を行い省力化を図ります。

（６）再造林時には、効率的な施業の実施に努め省力化を図ります。

（確約の承継等）

第６　再造林の完了までに森林を第三者に譲渡した場合、新たな権利を設定した場合、又は相続により所有権の移転があった場合は、当該第三者に対しこの確約の承継を行います。

２　前項の場合において、譲渡を受けた者又は新たな権利関係者がこの確約の承継を拒んだときは、事業において県から交付を受けた補助金相当額（以下「補助金相当額」という。）を知事に返還するものとし、当該返還に係る費用を負担します。

（特別の事情による確約の失効）

第７　次に掲げる場合において、この確約は対象森林の全部又は一部についてその効力を失うこととします。

（１）対象森林の全部又は一部が公用、公共用又は公益事業の用に供されたとき。

（２）火災、天災その他当事者の責に帰し得ない事由により対象森林の全部又は一部が滅失したとき。

（義務に違反した場合）

第８　第５の義務に違反したときは、補助金相当額を知事に返還するものとします。

令和　　年　　月　　日

　　高知県知事　　　　　様

住所

森林所有者氏名
注）期間の始期は皆伐（または林地残材等搬出）実施の着手予定日とし、終期は皆伐実施の翌々年度以内とする。
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